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研究成果の概要（和文）：さまざまなエレクトロニクス機器において、技術開発や普及で先行しながら、市場の
大規模化にともなって存在感を失う日本企業の例が観察されている。太陽電池製造企業もその一例である。本研
究は、この産業におけるビジネス生態系の発達プロセスを調査することで、逆説的に見える現象の解明を試み
た。調査の結果、次のような仮説的視座をえた。まず、日本で発達したのは、太陽光発電の導入に経済的な見返
りが乏しいという苦難の時期を耐えうる「持続型」の生態系である。これに対して近年、国外で発達したのは投
資対象として魅力的な太陽光発電の利益「収穫型」の生態系である。異質な2つの生態系の両方で成功するのは
困難である。

研究成果の概要（英文）：Some consumer electronics industries have seen rapid decrease of 
competitiveness of Japanese manufacturing companies despite the fact that they had led technological
 development for a long time. Solar cell industry is an example. The authors try to understand why 
this paradox comes out from the standpoint of business ecosystem. We have conducted research about 
the development of the ecosystems in Japanese market and in global market and succeeded in 
development a hypothetical view of this industry. On the one hand, Japanese solar cell manufacturers
 have developed an ecosystem which is sustainable even when solar power is economically irrational 
for installers. On the other hand, an ecosystem grown internationally is suitable for acquiring 
profits from solar power, which offers economical returns for installers. Firms which adapt one 
ecosystem are difficult to survive in the other.

研究分野：経営学

キーワード： イノベーション　経営戦略　技術経営　太陽光発電
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）過去 10 年以上にわたり、日本の経営
学における大きな関心の 1つは、技術開発を
リードしてきた日本企業がなぜ事業で十分
な収益を得られないのか、というものであっ
た。多くの研究者がこの問題にとりくみ、い
くつかの要因を提起してきた。一例をあげる
と、延岡ほか（2005）によれば、いわゆる「デ
ジタル家電機器」において、製品を構成する
部品間のインターフェースが単純化し標準
化される「モジュラー化」が起こり、個々の
部品が市場で入手可能になることで、ある程
度までの性能の製品が簡単に作れるように
なった。それと同時に、技術革新のスピード
が速まり、製品性能が顧客の求めるレベルを
簡単に超えてしまう。結果として高度な技術
を用いているにも関わらず価格以外に特段
の差別性を主張できない製品になる「コモデ
ィティ化」が進み、高い技術力が大きな収益
に結びつきにくくなっている。 
 さまざまな研究者による過去の研究は貴
重な知見をもたらした。その一方で、近年で
は、そうした研究が必ずしも持ち合わせてい
ない分析視角の重要性が注目されている。い
わゆる「ビジネス生態系」、つまり企業間の
協調・競争関係や事業が価値を生み出すプロ
セス全体に目を配る分析視角である。たとえ
ば Adner (2012)は、携帯型音楽プレイヤーの
分野で、先行する企業に比べて 3年遅れで参
入したアップルが iPod で圧倒的な市場シェ
アを獲得した理由を生態系の視点から分析
している。それによれば、アップルは携帯型
音楽プレイヤーという商品が顧客に価値を
もたらずプロセス全体を考慮し、それに必要
な全ての要素が揃うのを待っていたのであ
る。 
 
（２）我が国は 1990年代中頃から 2000年代
初頭まで、太陽光発電の普及を世界的にリー
ドしてきた。普及だけでなく、この間、国内
の太陽電池メーカーは世界的に見て強い存
在感を示してきた。たとえば 2005 年には世
界の市場シェア上位 5社のうち 4社までを日
本企業が占めていた。ところがドイツにおい
て再生可能エネルギーの固定価格買い取り
制度（Feed In Tariff）がスタートして、太陽
光発電を含む再生可能エネルギーで発電し
た電力が一定期間、決められた価格で電力会
社によって買い取られるようになると、太陽
光発電の市場は急激に拡大しはじめ、関連す
る企業の競争状況が一変した。2007 年には
長年にわたって世界シェア第 1位だった日本
のシャープに代わってドイツの Q セルズが
トップに立ち、2010 年には中国のサンテッ
ク・パワーがトップに立った。2010年、2011
年と中国企業が世界シェア上位 5社中 4社を
占めている。この間、太陽光発電の年間導入
量は急拡大し、2005年には約 1.4ギガワット
だったものが、2012年には 31.2ギガワット
になった（導入量の数値は IEA-PVPSの調査

による）。黎明期に産業をリードしてきた日
本企業の存在感が、市場が大きくなる段階で
急速に失われるという構図は、これまでのイ
ノベーション研究が問題として取り上げて
きた産業と極めてよく似ている。簡単に言う
と、市場の成長速度に日本企業がついていっ
ていないのである。その一方で、相違点もあ
る。同じように先行した日本企業に代わって
新興メーカーが競争優位を構築した液晶デ
ィスプレイの場合、日本のデバイスメーカー
が苦戦を強いられる一方で、装置や部材メー
カーは強い競争力を維持した。ところが太陽
電池の場合には、装置や部材メーカーもまた
世界的な存在感を維持できていない。たとえ
ば結晶シリコン太陽電池の製造装置の中で
単体として最大の要素であるプラズマ CVD
装置を見ると、日本では島津製作所が独占的
な地位を築いているが、現在、世界シェアの
約 50％をドイツの Centrothermが握ってい
る（Centrotherm のアニュアルレポートよ
り）。その他にもスイスの Meyer Burger や
ドイツの Schumid など、欧州で太陽電池製
造装置の有力企業が急速に成長した。 
 これまでに液晶ディスプレイや DVD 関連
機器、カーナビといったさまざまな分野にお
いて、技術開発で先行した日本企業が、その
製品の普及が本格化した段階で急速に競争
力を失っていく現象が繰り返し観察されて
きた。太陽光発電関連技術は日本が 40 年以
上にわたって蓄積し、研究開発をリードして
きた分野である。それにも関わらず、関連す
る産業から十分な利益を得られないとすれ
ば、これは国として大きな損失である。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究では、日本や日本企業にとって
重大な問題を提起している太陽電池関連産
業について、「ビジネス生態系（エコシステ
ム）」の観点から、その発達プロセスを明ら
かにする。「ビジネス生態系」とは、顧客に
価値を提供するプロセスにおいて関連する
企業（あるいは国や非営利組織を含む場合も
ある）によって形成される集団のことをさす。
この集団における役割や、集団間の競争力な
どによって、当該企業が生み出すことの出来
る顧客への価値や、その活動から得られる利
益水準が異なるのではないかとして、近年、
関連する研究の蓄積がすすんでいる。 
 
（２）この研究では大別 2つの目的に基づく
調査を実施した。第 1に、ビジネス生態系と
いう視点そのものについての理解を深める
ことである。ビジネス生態系という考え方は
研究者からというよりはむしろ、実務の世界
でより身近に使われてきた（例えば、
Economist誌の 2012年 12月 1日号を参照）。
学術研究においても注目が高まっているも
のの、言葉の定義が研究領域によって異なる
など、依然として曖昧な部分が多い。そこで、
本研究の第 1の目的として、先行研究の網羅



的なレビューを行い、過去の研究は「ビジネ
ス生態系」という言葉で何を明らかにしよう
としてきたのかを明らかにする。 
 
（３）第 2に、このビジネス生態系という視
点から太陽電池（とそれを含む太陽光発電産
業）を分析する。具体的には、日本企業が形
成してきたビジネス生態系や、属する生態系
内での位置取りのまずさが、2000 年代中頃
以降に日本企業の存在感が急速に低下した
理由ではないかという見立てをもって、国際
的な太陽電池産業のビジネス生態系の発達
プロセスを調査する。 
 
３．研究の方法 
 研究は大別 3つの方法によって行った。第
1 は網羅的な文献レビューである。文献の検
索手順は後述する。第 2に、国内外の関連企
業に対するインタビュー調査を実施した。第
3 に、インタビュー調査で得られた知見をも
とに、公表された資料を利用した定量的な分
析を実施した。 
 
４．研究成果 
（１）上記の通り、本研究では文献レビュー、
インタビュー調査、定量的分析の 3つを実施
した。以下、それぞれから得られた成果を述
べる。 
 
（２）第 1に、先行研究を精査し、これまで
に「ビジネス生態系」として何が取り扱われ、
何が論じられてきたのかを明らかにした。既
存研究の抽出手順は次の通りである。まず学
術雑誌のランキングサイトである Scimago 
Lab において、Management of technology and 
innovation および strategy and management
のカテゴリーに含まれる雑誌から上位 25％
にあたる 95 の雑誌を抽出し、この雑誌を対
象として、トムソン・ロイター社の Web of 
Scienceのキーワード検索を利用して1900年
から 2014 年までの論文を ecosystem あるい
は ecosystems で検索した。結果として得ら
れた187件の論文から純粋に生物学的な意味
合いで生態系の単語を用いている論文を除
いた 90 件を調査対象とした。 
 この調査から、同じように「ビジネス生態
系」と言っても、4 つの異なる潮流の研究が
行われてきたことが分かった。1 つ目は生態
系との対比から工業的な生態系の資源やエ
ネルギーの流れを見ようとするもので、研究
者の主たる狙いは持続可能な工業システム
の実現にある。2 つ目は、事業の成否をより
強く意識した潮流であり、価値創造と価値獲
得とが主たる関心である。IT に基づいた企業
間の複雑な関係性や補完的なプレイヤー間
の関係、サプライヤー関係など、さまざまな
プレイヤーによって構成される「生態系」が
分析される。3 つ目は、2 つ目の派生と言え
るものであり、プラットフォームの形成やプ
ラットフォーム間の競争が主たる分析対象

である。プラットフォームとは、競争の尺度
や標準を決めることでユーザーやサプライ
ヤー企業の参加を募る、事業展開の土台を指
す。4 つ目は、営利企業だけでなく非営利企
業、政府、コンソーシアムなど、より多様な
プレイヤーを含むネットワークを分析する
潮流である。 
 2 つ目から 4 つ目までの潮流は類似点が多
く、事前にどのような関係者が重要か、営利
企業だけなのか、それ以外のプレイヤーも含
むのか、あるいはプラットフォームの構築を
分析対象とするのかという点は、実際には分
析対象に関する知識をある程度まで得た段
階になって初めて決められるものであるよ
うに思われる。したがって本研究における太
陽電池産業の分析に際しては、緩やかにその
どれかの潮流に位置づけられるという認識
を持ちながら調査に取り組んだ。 
 
（３）第 2に、この産業におけるビジネス生
態系の成り立ちについて、国内外の関連企業
に対するインタビュー調査を実施した。初め
に注目したのは太陽電池の製造装置メーカ
ーである。というのも、日本企業の競争力の
推移として類似の傾向が見られる液晶ディ
スプレイにおいて、当該製品の最終セットメ
ーカーが競争劣位に立たされた後でも、日本
の製造装置メーカーは優位性を維持し、世界
的に高いシェアを保つことができたのに対
して、太陽電池の場合には製造装置もまた、
少なくとも調査開始時点においては競争力
を失っているように見えたからである。 
 筆者らは 2014 年 7 月にドイツを訪問し、
製造装置の有力メーカーである Centrotherm
社および Schmid 社へのインタビュー調査を
実施した。調査の主な関心は、なぜ中国の太
陽電池メーカーがこれほど急速に発展した
のかという点と、そこでドイツの太陽電池メ
ーカーが果たした役割との 2点であった。と
りわけ筆者らの関心として、ドイツの製造装
置メーカーが「ターンキー・ソリューション」
と呼ばれる、生産ラインを丸ごと設置する事
業を展開しており、これが中国企業による急
速な成長の要因ではないか、そして、この「タ
ーンキー・ソリューション」を構成する要素
の中に日本の装置メーカーの製品が含まれ
ていない、あるいは日本の装置メーカーは個
別の装置は販売できるがソリューションと
して販売できないことが、装置メーカーもま
た劣勢に立たされている理由ではないかと
考えたためである。 
 調査から得られたのは次の 4点である。第
1 に、中国の有力メーカーにはターンキー・
ソリューションを納めていない。第 2に、そ
の理由は、ターンキーが高コストであり、熾
烈な価格競争で生き残れないからである。第
3 に、中国企業の装置に関するノウハウはオ
ーストラリアの University of New South 
Wales (UNSW)から来ている。第 4に、太陽電
池の製造は半導体回路の製造から援用でき



る部分が多いので、そちらからの知識・人材
の流入もある。この点はその後の新興太陽電
池メーカーへの調査でも裏付けられた。 
 上記の第 1 と第 2、第 4 は 2 社で共通して
えられた回答である。第 3は Schumid 社にお
いて、中国の有力企業の多くでUNSW卒の（CTO
を含む）技術者が働いていることを指摘しな
がらの発言であった。中国の太陽電池メーカ
ーとして最初の世界的な成功例であったサ
ンテック・パワー創業者の施正栄氏は同大学
で 博 士 号 を 修 め た 研 究 者 で あ る 。
Centrotherm 社ではそこに納めた最初の装置
が中古品だったと述べており、これは施氏が
中古装置を組み合わせて製造ライン（それが
どの程度まで洗練されたものだったのかは
不明だけれども）を作る知識を持っていたこ
とを示唆している。この知識が UNSW で使わ
れていたものだと考えるのは納得的だが、そ
れを裏付ける資料は得られなかった。 
 まとめると、中国を中心に急成長した太陽
電池メーカーは大学や他の産業（半導体回路
製造）から知識や人材の流入がある。欧州の
製造装置が売れ、それを使って中国メーカー
が生産するという生態系の発生は、大学の研
究室という知識生産の最上流に位置する部
分に端を発している可能性がある。今回の研
究では、この最上流の部分の影響を裏付ける
調査ができなかった。これは残された課題で
ある。 
 なお、国内の装置メーカーへのインタビュ
ー調査によれば、海外市場の開拓が後手に回
った要因は、当時、国内でも多くの引き合い
があり、海外にまで手が回らなかったことや、
その繁忙に伴って、生産性の向上に向けた改
良に手が回らず、その点において後塵を拝し
たことが挙げられる。 
 
（４）海外における生態系発達プロセスの調
査と平行して、筆者らは国内企業を対象とす
るインタビュー調査を行った。調査の主な関
心は、欧州から 10 年ほど遅れてスタートし
た日本における再生可能エネルギーの固定
価格買い取り制度は、ビジネス生態系にどの
ような影響を及ぼしたのか、それは海外にお
けるそれから何らかの影響を受けているの
か、ということである。 
 このような関心から、筆者らは生態系の中
心に位置すると我々が考えた流通企業を中
心にインタビュー調査を行った。雑誌等の情
報をもとに、国内の代表的な太陽光発電部材
の商社 8社を取り上げ、そのうち 5社に対し
てインタビューを行った。調査結果を総合す
ると、日本における太陽光発電の生態系は次
のような特徴を持っている。第 1に、大規模
発電と住宅用などの中・小規模発電とでは生
態系が異なる。大規模発電においては電力会
社、太陽電池メーカー、その他の大企業や合
同会社など、多様なプレイヤーが事業主体に
なっているけれども、住宅用の有力企業で積
極的に参入した会社は筆者らの調査ではな

かった。調査できなかった会社の中には大規
模発電事業を積極展開した企業もあること
から、そうした会社がないとは言えないけれ
ども、それは少数派である可能性が高い。第
2 に、住宅用においては、さらに新築案件と
既築案件とで棲み分けが成されており、前者
はハウスメーカーが直接てがける領域、後者
は独立のリフォーム業者等の領域となって
いる。第 3に、住宅用においては太陽電池メ
ーカーが太陽光発電システム一式（太陽電池
メーカーのブランドで電池、変電設備、架台
など）を提供、その施工技術の講習も行って
おり、システムに何らかの不具合があれば太
陽電池メーカーが解決にあたる。それに対し
て海外メーカーは発電システムの各機器の
提供者が異なっており、システムに不具合が
出た時の責任が曖昧である。これは流通企業
が外国製品を扱う際の懸念事項になってい
る。つまり住宅用においては、太陽電池メー
カーによる垂直統合的な商品提供体制が参
入障壁として機能している。なお、このよう
に太陽電池メーカーが保証を丸抱えしてい
るのは、流通業者が販売代理を担う前はメー
カー自身がシステムの構築から営業まで一
手に担っていたことが関係していると思わ
れる。第 4に、顧客の意識には固定価格買い
取り制度による影響が強く見られる。固定価
格買い取り制度以前は再生可能エネルギー
それ自体に何らかの価値を感じて導入を検
討する顧客がほとんどであり、そういう価値
をいかに訴えるかが営業活動の中心であっ
た。ところが、制度開始後は、大規模発電で
あれば純粋な投資対象、住宅用でもシステム
導入のコストはいつまでに回収できるのか、
トータルでいくら儲かるのかが顧客との会
話のほとんどを占めるようになった。 
 ビジネス生態系の発達プロセスという観
点からの調査の関心は、固定価格買い取り制
度の成立によって爆発的な成長を遂げた国
内の太陽光発電事業について、この制度がビ
ジネス生態系にどのような影響を及ぼした
のか、それは海外の生態系から何らかの影響
を受けたのかというものである。暫定的な結
論としては、この制度は日本に投資対象とし
ての新たな太陽光発電ビジネスを生み出し
たと言える。大規模発電事業も、中・小規模
発電事業も、その影響を大きく受けた。ただ
し、住宅用では、それ以前から発達していた
生態系が規模を拡大しながら維持している
ようである。これに関する主要なプレイヤー
が大規模発電にも参入して相似形の生態系
をそこに築いたという事実は発見されず、大
規模発電には大規模発電のビジネス生態系
が現れた。 
 
（５）この固定価格買い取り制度によって生
まれた大規模発電市場の生態系に参加する
プレイヤーとはいかなる企業なのかを知る
ために、定量的な分析を行った。具体的には
上場企業を対象として、再生可能エネルギー



の固定価格買い取り制度が開始されたこと
で太陽光発電事業を開始した企業を特定し、
その参入の意思決定が何によるものなのか
を検討した。具体的には、金融庁が提供する
EDINET に掲載されている内国法人を分析対
象として、株式会社プロネクサスが提供する
企業情報データベース eol を利用し、各社の
定款から発電事業関連のキーワードの有無
を特定した。すると EDINET の対象企業 4423
社のうち447社は発電事業を行っていると確
認できたので、有価証券報告書を利用して目
視によって、それが太陽光発電事業なのか否
かを確認した。こうして 237 社が太陽光発電
事業を行っていることが分かったが、太陽光
発電関連キーワードが掲載された定款の更
新日が固定価格買い取り制度の開始が決定
された 2011 年よりも前（2010 年以前）であ
る企業（と非上場企業）を除き、210 社を分
析の対象とした。2010 年以前から太陽光発電
事業を営んでいたのは 12 社だった。 
 ここから大別5つの発見事実をえた。まず、
企業の規模が大きいと参入の確率は高まる
が、非常に大きいと低下する。2 つ目に、製
造業においては既存事業と太陽光発電事業
の関連度以外に有意な影響をもつ要因は見
つからなかった。3 つ目に、非製造業では、
小規模企業において所属業種の成長性が低
い場合に、また大規模企業において既存事業
の期待収益率が低い場合に、それぞれ参入の
確立が高まる。4 つ目に、上記の要因が有意
な場合、既存事業と太陽光発電事業の関連度
の高さは有意な要因ではない。5 つ目に、太
陽光発電に参入した企業がそうでない企業
に比べて環境に配慮していると評価されて
いるとは限らない。まとめると、太陽光発電
の固定価格買い取り制度は多くの上場企業
の参入を促した。それ以前に比べて 20 倍近
くの上場企業が新規参入したからである。た
だし参入事業者の収益性に最大限の配慮を
した買い取り価格の設定であったにも関わ
らず、製造業に関して言えば、それは何らか
の経営課題を解決しうるような新規事業だ
と見なされていない可能性が高い。関連する
事業があるとか、似たような会社がやってい
ると、参入の可能性は高まる。他方で、非製
造業においては特定の課題解決に資すると
見なされている。小規模企業は新たな成長の
糧として参入を目指した可能性があり、大規
模企業は現在の事業からの利益を補うため
に算入した可能性が高い。 
 なお、参入企業が多い業種を見ていくと、
上位から自動車運送業、一般電気工事業、建
物売買業、電力会社、石油卸業となっている。
電力会社を除けば、倉庫や工場、店舗等の形
で利用可能な土地を保有している企業が、こ
れらの業種には多いと考えられるから、こう
した資産が補完的な財として機能している
可能性は高く、上場企業が新規参入する場合
には、新たに土地を探してメガソーラーを建
設するというよりは、自社の資産を有効活用

する目的の方が大きいように思われる。 
 
（６）本研究では、急成長をとげた太陽電池
産業において、日本の太陽電池メーカーが急
速に存在感を失っていった理由に、ビジネス
生態系が関わっているのではないかという
大きな見立てに基づいて、国際的なビジネス
生態系の発達プロセスを調査した。そこから
得られたのはあくまでも断片的な発見事実
に過ぎないが、この見立てに対して、最後に
生態系の特徴と、それが競争に及ぼす影響に
ついて、ひとつの大きな絵を描いてみたい。 
 まず、普及で先行した日本市場を中心にし
て築かれたビジネス生態系では、太陽電池メ
ーカーの存在感が極めて大きい。太陽電池メ
ーカー各社は太陽電池の基礎研究から応用
研究、部材メーカーや装置メーカーと協力し
ての関連技術の開発まで多岐にわたる機能
を担ってきた。いざ普及を進めようという段
階にさしかかると、営業を行い、システムを
一括して販売し、その保証まで行った。それ
ゆえに、部材メーカーにせよ装置メーカーに
せよ、1990 年代ほぼ一貫して、いわば日陰の
事業であった太陽光発電の関連事業を細々
と続けることができた（止めなかった）し、
流通事業者や施工業者は小規模でも参入す
ることができた。対象とする顧客は、環境問
題に対して敏感な、環境意識の高い人であり、
そういう価値を地道に説いて回ることで、少
しずつ市場を拡大してきた。そして、政府の
手厚い、かつ計画的な支援策が生態系の着実
な拡がりを後押しした。 
 日本の生態系がこのようなものだったと
すると、ここで活動する企業は固定価格買い
取り制度を契機に急拡大する市場に良く適
合するとは思われない。第 1に、日本の太陽
電池メーカーはコスト面では他の発電方式
に太刀打ちできないことを前提として、それ
でも何らかの価値がある商品として太陽光
発電システムを販売してきたのであり、急激
な価格低下をリードする体制になっていな
い。政策的な支援も企業にそのような取り組
みを促すようにはなっていない。基礎研究か
ら部材や装置メーカーとの協業、そして営業
にシステム保証まで、全てを担う重たい体制
は、とりわけ中国の専業メーカーと比べて高
コスト体質である。また、市場が拡大するか
らといって大規模な生産体制を構築しよう
と考えたとしても、それまで国の支援を背景
に何とか継続してきた事業が、他の事業との
資源獲得競争に打ち勝って規模拡大を成し
遂げるのは容易なことではないはずである。
第 2 に、では部材や装置はどうかと言えば、
こちらは太陽電池メーカーに比べてさらに
小さな規模の事業体であるから、海外展開や
急激な生産規模の拡大は困難だろう。社内で
の資源獲得が難しいのは、こちらも同じであ
る。第 3に、住宅を 1件 1件まわって地道に
新規顧客の開拓に励んできた営業にとって、
1 件で数億円は下らないメガソーラー案件は



営業活動のノウハウ、インセンティブ、さら
には文化の面でもかけ離れたものである。つ
まり、太陽光発電システムの導入が基本的に
は経済的なメリットを顧客にもたらさない
中で、それでも事業の継続を可能にしてきた
持久型のビジネス生態系は、太陽光発電シス
テムを「儲かる」ものにした政策の下で急速
に発達した利益収穫型のビジネス生態系と
は異なり、双方で共通して競争優位を構築で
きる企業は無いとは言えないものの、必ずし
も多くない。 
 
（７）今後は、ここで得られた見取り図の確
からしさを高めるために不足している調査
に取り組んでいきたい。例えば、日本の太陽
電池メーカー全てに対する、果たしてきた機
能や取引企業との関わり方の調査、海外市場
が急拡大する中で社内の資源をどれだけ獲
得できたかに関する調査などである。見取り
図の導出に成功したとは言え、その検証作業
が不十分であるという意味で、本研究に残さ
れた課題は多い。しかしながら、ここで得ら
れた成果は、技術開発と市場開拓で先行しな
がら急激な市場拡大にはついていけない、と
いう日本企業をめぐる逆説的な事象を説明
する有望な仮説であると思われる。 
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